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(報酬額 )

第 4条

(給与等 )

第 5条

(控 除)
第 6条

(緊急措置)

第 7条

特定非営利活動法人 難民を助ける会 役員報酬規程

この規程は、特定非営利活動法人 難民を助ける会定款第 19条に基づき、役員

報酬について定める。

役員報酬の支給対象者は、会長、理事長、副理事長、専務理事、常任理事を含

む理事とし、役員総数の 3分の 1以下の範囲内とする。常勤、非常勤を問わない。

監事には報酬を支払わない。

役員報酬は、以下の 3種とする。

(1)月 額役員報酬

(2)役員特別報酬

(3)役員退任慰労金

在任中に死亡した理事に (3)役員退任慰労金を支給することができる。

役員報酬の額は、常任理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。

月額役員報酬は、単独で支給するものとし、手当など他の給与等と併せての支

給することはしない。

前項にかかわらず、会の職員を兼務する理事に役員報酬を支給する場合は、職

員給与とあわせて支給することがある。その場合は、支給総額を考慮して役員報

酬の額を決めるものとする。

法令または規定に基づき、役員報酬から控除すべきものがある場合には、その

役員に支払うべき報酬の額から、その金額を控除して支払うことがある。

９

“

会の財政状況が著しく低調となった場合、または社会的に責任を明らかにすべ

き事態が発生した場合などには、常任理事会の議決を経て、役員報酬の減額 。一

時的な支給停止などの措置を取ることがある。

以 上



職員の給与の支給に関する規定

就業規則 (2020年 7月 改訂) 第 28条・第 29条・第 30条 。第 31条・第 32条 。第 33
条 。第 34条 0第 35条 。第 36条・第 37条・第 38条 。第 39条に記載があります。



就 業 規 則

(2020年 7月 )

特定非営利活動法人 難民を助ける会



就 業 規 則

当会の活動に携わる者は、ボランティア精神を持ったプロフェッショナルとして、特定の政治、

宗教、思想に偏することなく、世界各地の難民等の自活・ 自立のために必要な救援 0支援その他

の国際協力活動を行う。人類の共存 。共栄の理念を普及し、我が国の国際的地位の向上に資する

べく各自が最大限の努力を払い、人間としての崇高なる誇 りを持ち活動していくものとする。

(目 的 )

第 1条  この就業規則 (以下「規則」と言 う。)は、職員の労働条件、服務規律その他の就業に関
する事項を定めるものである。

②アルバイト職員、嘱託職員および専門家については、本就業規則は適用しない。

(規則の遵守)

第 2条 会及び職員は、ともにこの規則を守り、相互に協力して業務の運営に当たらなければな
らない。

(服務規律 )

第 3条 職員は、会の指示・命令を守り、職務上の責任を自覚し、誠実に職務を遂行するととも
に、職場の秩序の維持に務めなければならない。

(服務遵守事項)

第 4条 職員は次の事項を守らなければならない。
一 許可無く職務以外の目的で会の施設、物品等を使用しないこと

二 職務に関連して自己の利益を図り、又は他より不当に金品を借用し、若しくは贈与を受けるな

ど不正な行為をおこなわないこと

二 会の名誉又は信用を傷つける行為をしないこと

四 会及び関係先の情報、機密を漏らさないこと

五 許可無く他の会社 0団体等の報酬を伴 う業務に従事しないこと

六 職務権限の濫用・性的な言動・嫌がらせ等によつて他の職員に不利益を与えたり、就業環境を

害さないこと (ハ ラスメント行為の禁止 )

七 個人情報保護法を遵守すること

人 その他酒気をおびて就業するなど、職員としてふさわしくない行為をしないこと

(契約期間)

第 5条 職員の雇用契約の期間は原則として 1年間とする。契約期間満了後は会・職員双方の合
意の下に、契約を更新する。更新期間は原則として 1年間とする。

② 当会との雇用契約が通算して 3年間を超える職員が、期間の定めのない雇用契約の締結の申
し込みをしたときは、会は当該契約の申込みを承諾 したものとみなす。

(採用手続き及び提出書類 )

第 6条 会は、就職希望者のうちから書類選考 0面接を経て職員を採用する。職員に採用された



者は、会が指定する書類を勤務開始日から2週間以内に提出しなければならない。

(試用期間)

第 7条 新たに採用した者については、採用の日から3ヵ 月間を試用期間とする。ただし、会が
適当と認めるときは、この期間を短縮することができる。

②試用期間中に職員として不適格と認められた者は、解雇することがある。

③試用期間は、勤続年数に通算する。

(労働条件の明示 )

第 8条 会は、職員との雇用契約の締結に際しては、採用時の賃金、就業場所、従事する業務、
労働時間、休 日、その他の労働条件を明らかにする為に労働条件通知書を交付して、労働条件を

明示するものとする。

(人事異動 )

第 9条 会は、業務上必要がある場合は、職員の就業場所又は従事する業務の変更を命ずること
がある。又、会に籍を置いたまま他機関に出向を命 じることがある。

(就労時間 )

第 10条 就労時間は、 1週間については 40時間、1日 については 8時間とする。
② 始業、終業の時刻は、次のとおりとする。ただし、業務の都合その他やむを得ない事情によ
り、これらを繰 り上げ又は繰 り下げることがある。

始業 0終業時間

始業    午前 10時 00分
終業    午後 7時 00分

③ 前 2項の規定にかかわらず、会は、職員に対し、職員の過半数を代表する者と、労働基準法
第 32条の 3に基づき、次の事項を定めた労使協定を締結して、その職員にかかる始業及び終業
の時刻をその職員の決定にゆだねることがある。

一 対象となる職員の範囲
二 清算期間
三 清算期間における総労働時間
四 標準となる 1日 の労働時間
五 コアタイムを定める場合には、その開始・終了時刻
六 フレキシブルタイムを定める場合には、その開始・終了時刻
④前項の場合、締結した労使協定を就業規則に添付 して就業規則の一部とし、就業規則に定めの

ない場合は、当該協定の定める内容によるものとする。

⑤休憩時間は、労働時間の途中の 1時間とする。

(休 日)

第 11条 休 日は次のとお りとする。
一 土曜 日及び 日曜 日
二 国民の祝 日 (日 曜 日と重なったときは翌 日)
二 会が指定する日
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②業務の都合により必要やむを得ない場合は、あらかじめ前項の休日を同一賃金計算期間内の他

の日と振り替えることがある。

③週は日曜日に始まり土曜日に終わるものとする。法定休日は日曜日とする。ただし、会は、業

務上の必要に応じて同一週の他の日を法定休日として他の日を法定休日として振り替えることが

できる。

(時間外及び休 日労働 )

第 12条 業務の都合により、第 10条の所定労働時間を超え、又は前条の所定休 日に労働させる
ことがある。この場合において、法定の労働時間を超える労働又は法定の休 日における労働につ

いては、あらかじめ会は職員代表と書名による協定を締結し、これを所轄の労働基準監督署長に

届けるものとする。

② 会は、妊娠中または産後 1年未満の職員から請求があった場合、時間外、休 日労働又は深夜
(午後 10時から午前 5時まで)の労働に従事させない。

(在宅勤務 )

第 13条 業務の都合により、自宅で勤務 させることがある。在宅勤務の条件及び手続については
「在宅勤務規程」の定めるところに従 う。

(年次有給休暇等 )

第 14条 各年次ごとに所定労働 日の 8割以上出勤 した職員に対 しては、次のとお り勤続年数に
応 じた日数の年次有給休暇を付与する。

勤続年数 3ヵ 月 1年 3ヵ

月

2年 3ヵ
月

3年 3ヵ 月 4年 3ヵ
月

5年 3ヵ
月

6年 3ヵ
月以上

付与 日数 10 日 11日 12 日 14日 16 日 18日 20 日

②第 1項の規定にかかわらず、2018年 4月 1日 以降に入職 した職員については、各年次ごとに所

定労働 日の 8割以上出勤した職員に対しては、次のとおり勤続年数に応 じた日数の年次有給休暇

を付与する。この場合において、初年度については付与すべき年次有給休暇のうち 5日 間を勤務

開始日に所定の要件を充足したものとみなして付与する。

勤続年数 3ヵ 月 1年 2年 3年 4年 5年 6年以上
付与日数 10日

(勤務開

始日に 5

日)

11日 12 日 14日 16日 18日 20 日

③会は、職員代表との書面による協定により前 2項の年次有給休暇のうち、1年について 5日 間
の範囲内で時間単位の年次有給休暇を付与する。

④職員は、欠務期間が暦 日9日 間を超える有給体暇を取得しようとする場合は、指定しようとす

る休暇の初日の 1か月前までに上長に対して休暇取得の申し出を行い、上長との間で調整を行わ

なければならない。職員が調整を経ずに休暇届を提出したときは、当該休暇届に係る有給休暇の
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取得を認めない場合がある。

⑤年次有給休暇の残余日数は、翌年に限り繰 り越すことができる。

⑥職員は、第 1項及び第 2項の年次有給休暇の付与日から 1年間に年次有給休暇を少なくとも 5

日間取得しなければならない。ただし、1年間の年次有給休暇付与日数が 10日 間未満の職員はこ

の限りではない。

⑦前項で定めた有給休暇の取得を確実にするため、会は、職員の年次有給休暇の取得状況に応じ

て年次有給休暇取得希望を聴取し取得日の指定を行 うことがある。

(赴任準備休暇 )

第 15条 海外事務所赴任の内示を受けた職員は、2日 間の赴任準備休暇を取得することができ
る。

②赴任準備休暇は有給とする。

(リ フレッシュ休暇 )

第 16条 海外のハー ドシップカテゴリーE又は Dの地域に出張する職員は、同地域での勤務期間
が 2か月を経過するごとに、4日 間のリフレッシュ休暇を申請により取得することができる。

②リフレッシュ休暇は有給とする。

③リフレッシュ休暇と年次有給休暇および振替休日は、これらを併せて取得することができる。

ただし、休暇と休日を合わせた期間が 10日 間を超えない場合に限る。

④海外のハー ドシップカテゴリーE又は Dの地域に出張する職員が、リフレッシュ休暇を取得す

る場合、海外駐在員実務要項の規定に準じてリフレッシュ休暇交通費補助及びリフレッシュ休暇

定額手当を支給する。

(緊急支援 リフレッシュ休暇 )

第 17条 緊急支援事業に従事する職員は、「緊急支援 リフレッシュ休暇取得規程」の定めるとこ
ろにより、緊急支援 リフレッシュ休暇を取得することができる。

(年末年始休暇 )

第 18条  12月 29日 から翌年 1月 4日 までは年末年始休暇とする。

(慶弔休暇 )

第 19条 職員は、以下の事由の場合、慶弔休暇を取得することができる。
一 本人が結婚したとき  休 日を含め 1週間の連続休暇
二 妻が出産したとき   2日 間の休暇
三 配偶者、一親等親族が死亡したとき  休 日を含め 10日 間の連続休暇
四 二親等親族が死亡したとき  3日 間の休暇
五 三親等親族が死亡したとき  1日 間の体暇
②前項第一号の体暇を取得する者は、有給休暇 (振替休 日を含む、以下同じ)を併せて取得する
ことができる。ただし、慶弔休暇、有給休暇、休 日の合計日数が 12日 間を超える場合はこの限り

でない。

③第一項第一号の体暇を結婚後直ちに取得しない場合においては、結婚時に休暇取得予定時期を

申告しなければならない。
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④慶弔休暇の期間は通常の給与を支払う。

⑤慶弔休暇を取得しようとする職員は、上長に対し取得事由に該当する具体的事情を説明しなけ

ればならない。上長は、休暇取得の必要性と妥当性が認められる範囲内で慶弔休暇の日数及び日

程を承認しなければならない。

(傷病休暇 )

第 20条 職員が重度の負傷または疾病により就業できなくなった場合、下記の通り傷病休暇を
取得することができる。 (医師 。医療機関による診断書を提出すること)
一 公傷病

イ 傷病の原因が業務に直接関係あると認められる場合、公傷病休暇とする。ただし業務に関

係ある傷病でも、職員の故意または重大な過失が原因の場合は除く。

口 公傷病休暇は原則 lヵ 月以内とする。lヵ 月を超えてなお療養が必要であると認められる

場合には、さらに lヵ 月休暇を延長 (事務局長の承認が必要)するか、または傷病による休

職とする。

ハ 公傷病休暇期間中は、各種手当を含む給与全額を支給する。

二 私傷病

傷病の原因が業務に直接関係ない場合、別に定める「私傷病特別休暇・傷病休職規程」に準じ

る。

(産前産後の休暇 )

第 21条 妊娠中の職員は、出産予定日の 6週間前 (多胎妊娠の場合は 14週 間前)か ら産前休暇
を取得することができる。

②出産した職員は、8週間産後休暇を取得することができる。ただし職員が希望する場合にはこ
の期間を 6週間とし、医師が支障がないと認めた業務を行 うことができる。

(母性健康管理のための体暇等 )

第 22条 妊娠中又は出産後 1年未満の職員は、母子保健法に定める健康診査又は保健指導を受
けるために、以下の通 り休暇を取得することができる。

一 産前の場合
妊娠 23週 まで       4週 に 1回

妊娠 24週から 35週まで   2週 に 1回
妊娠 36週から出産まで    1週 に 1回
ただし、医師又は助産師 (以下 「医師等」という)が これ と異なる指示をしたときは、その

指示により必要な頻度 とする。

二 産後 (1年以内)の場合  医師等の指示により必要な頻度。
② 妊娠中又は出産後 1年未満の職員は、勤務時間について保健指導又は健康診査に基づく医師
等の指導を受けた場合、以下の措置を受けることができる。

一 妊娠中の通勤緩和
通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則 として 1時間の勤務時間短縮又は 1時間

以内の時差出勤

二 妊娠中の休憩の特例
休憩時間について指導された場合は、適宜休憩時間の延長、休憩の回数の増加

三 妊娠中又は出産後の諸症状に対応する措置
5



妊娠又は出産に関する諸症状の発生又は発生のおそれがあるとして指導された場合は、その

指導事項を守ることができるようにするため作業の軽減、勤務時間の短縮、休業等

③ 本条第 1項に定める休暇は、いずれも無給とする。

(育児時間等)

第 23条 1歳に満たない子を養育する女性職員から請求があったときは、休憩時間のほかに 1日
について 2回、1回について 30分の育児時間を与える。

②生理日の就業が著しく困難な女性職員から請求があつたときは、必要な期間休暇を与える。

③第 1項の育児時間、第 2項の体暇は、いずれも無給とする。

(育児休業等)

第 24条 子を養育する職員は、「育児休業及び育児短時間勤務に関する規程」の定めるところに
より、育児休業又は育児短時間勤務をすることができる。

(子の看護休暇)

第 25条  小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員は、負傷し、又は疾病にかかつた当
該子の世話をするために、又は当該子に予防接種や健康診断を受けさせるために、当該子が 1人

の場合は 1年間につき 5日 、 2人以上の場合は 1年間につき 10日 を限度として、子の看護休暇

を取得することができる。この場合の 1年間とは、 4月 1日 から翌年 3月 31日 までの期間とす

る。

②子の看護休暇は、 1時間単位または半日単位 (1日 の所定労働時間の 2分の 1)で取得するこ

とができる。

③本条第 1項に定める休暇は無給とする。

(介護休業等)

第 26条 家族を介護する必要のある職員は、「介護休業及び介護短時間勤務に関する規程」の定
めるところにより、介護休業又は介護短時間勤務をすることができる。

(健康診断の受診 )

第 27条 職員は各年度内に 1回、一般健康診断を受診しなければならない。健康診断の受診に
必要な時間は勤務時間とみなす。

②職員は前項の他に、会が必要と認めたときは、会の指定する医療機関による健康診断を受けな

ければならない。

③会は前項の健康診断の結果により、業務の制限・転換・またはその他の保健措置を講ずること

がある。

ハ
０



(賃金の構成 )

第 28条  賃金の構成は、次のとおりとする。

賃金 ¬
「

~

E
基本給 (定額分・勤務地 。年齢 。勤務歴・役職・ハー ドシップに応じて決定)

手 当 一  通勤手当
0扶養手当・FR手当

割増賃金 可~… 時間外労働割増賃金

トー法定休 日労働割増賃金
L― 深夜労働割増賃金

(基本給 )

第 29条 基本給は、定額分のほか各職員の勤務地 。年齢 。勤務歴・役職・ハー ドシップに基づき
決定する。金額は別に定める賃金体系表のとお りとする。

(通勤手当)

第 30条  通勤手当は、月額 30,000円 迄の範囲内において通勤に要する実費を支給する。ただし、
経済的で合理的な経路として会が承認 した費用に限る。

(扶養手当)

第 31条 扶養手当は、「扶養手当支給要領」の定めるところにより、扶養家族 2人まで、1人あ
たり月額 10,000円 を支給する。

(FR手当)

第 32条 準認定ファン ドレイザーまたは認定ファン ドレイザーの試験に合格 した職員に対 して
は、「ファン ドレイザー手当支給規程」の定めるところにより、FR手当を支給する。

(割増賃金 )

第 33条 会の賃金は以下の所定労働 日数を基に計算する。
年 365日 ―休 日124日 =所定労働 日数 241日

② 割増賃金は、次の計算により支給する。

一 時間外労働割増賃金
(基本給)÷ lヵ 月平均所定労働時間 (160時間)× 1.25× (当該清算期間における総労働時間―
(8時間×当該清算期間内の所定労働 日数 )

三 法定休日労働割増賃金 (法定休 日に労働をさせた場合 )
(基本給)÷ lヵ 月平均所定労働時間 (160時間)× 1.35×休日労働時間
三 深夜労働割増賃金 (午後 10時から午前 5時までの間に労働させた場合 )
(基本給)■ lヵ 月平均所定労働時間 (160時間)× 0。 25×深夜労働時間

(休暇等の賃金 )

第34条  年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働 したときに支払われる通常の賃金を支給する。
② 産前産後の休業期間、育児 0介護法に基づく育児休業の期間、育児時間、生理 日の不就労 日、
及び子の看護休暇は無給とする。
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③休職期間中は、各種手当を含む賃金を支給しない。

④無給扱いの休暇中は、基本給を支給しない。その控除額の計算方法は、第 35条 と同様とする。

各種手当は控除対象外とする。

(欠勤等の扱い)

第 35条 欠勤、遅刻、早退及び私用外出の時間については、1時間当たりの賃金額に欠勤、遅刻、
早退及び私用外出の合計時間数を乗じた額を差し引くものとする。その計算方法は以下の通 りと

する。

基本給+lヵ 月平均所定労働時間 (160時間)×欠務の合計時間数

(賃金の計算期間及び支払日)

第 36条 賃金 (割増賃金を含む)は、毎月末日に締切り、翌月 25日 に支払う。ただし、支払日が
休日に当たるときはその直前の平日に繰り上げて支払う。

②欠務及び無給休暇分の賃金は毎月末日に締切り、翌月 25日 に支払うべき賃金から控除する。

③賃金計算期間の中途で採用され、又は退職した場合の賃金は、当該賃金計算期間の所定労働日

数に労働した時間数を基準に計算して支払う。

④賃金計算期間の中途で賃金が変更された場合は、当該賃金計算期間の初日に賃金が変更された

ものとみなして賃金を計算して支払う。

(賃金の支払いと控除)

第 37条 賃金は、職員に対し、通貨で直接その全額を支払う。ただし、次に掲げるものは、賃金
から控除する。

一 源泉所得税
二 健康保検及び厚生年金保検の保険料の被保険者負担分
三 雇用保検の保険料の被保険者負担分
四 職員代表との書面による協定により賃金から控除することとしたもの

(昇給 )

第 38条 昇給は、勤務開始後 1年間を経過する毎に基本給について行 うものとする。ただし、会
の財務内容が著しく悪化その他やむを得ない事由がある場合はこの限りではない。

② 前項のほか、特別に必要がある場合は、臨時に昇給を行 うことがある。
③ 昇給額は、職員の欠勤状況等を考慮して各人ごとに決定する。

(特別手当)

第 39条 特別手当は、職員に対 し会の業績等を勘案 して、7月 及び 12月 に支給することがある。
手当ての額は、職員の欠勤状況などを考慮 して各人ごとに決定する。

(宿泊場所のあっせん )

第 40条 会は、職員に対 し、「宿泊場所あっせん規程」の定めるところにより暫定的に利用する

住居をあっせんする場合がある。
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(定年等 )

第 41条 職員の定年は、満 60歳 とし、定年に達した 日の属する月の末 日をもって退職 とする。
ただし、継続雇用を希望する者は嘱託職員として再雇用する。

②事務局長は、職員が満 60歳に達する日の 3か月前の日の属する月の月末までに当該職員と面

談をおこない、継続雇用の希望の有無および当該職員の健康状態を確認し、嘱託職員としての職

務内容、勤務日数、勤務時間、賃金等の労働条件について当該職員と合意のうえ決定しなければ

ならない。

③退職を願い出て会から承認されたとき、又は退職願を提出して 14日 を経過したときは退職と

する。

(退職金または勤務功労金 )

第 42条 職員となった者は、退職金または勤務功労金のいずれかを選択できる。
一 退職金 中小企業退職金共済制度により退職金を積み立て、退職時に受領
二 勤務功労金 職員が次のいずれかの方法を指定し受領
(1)第一号の月額掛け金と同額を当会の退職積立金額に積み立て、退職時に受領

(2)第一号の月額掛け金と同額を賃金とあわせて勤務期間中毎月受領

(解雇 )

第 43条 職員が次のいずれかに該当するときは、第 7条で定める試用期間を除き 30日 前に予告
して解雇するものとする。

一 勤務成績又は業務能力が著しく不良で、職員としてふさわしくないと認められたとき
二 刑法の定める犯罪に該当する行為を行なったとき、又は素行不良で職員としてふさわしく
ないと認められたとき

三 健康上の理由により、業務に耐えられないと認められたとき
四 事業の縮小、その他事業の運営上やむを得ない事情により、職員の減員が必要となったと
き

五 その他前各号に準ずるやむを得ない事情があるとき

(懲戒の種類 )

第44条 会は、職員が次条のいずれかに該当する場合は、その情状に応 じ、次の区分により懲戒
を行 う。

一 けん責
始末書を提出させて、将来を戒める。

二 減給
始末書を提出させて、将来を戒めるとともに賃金を減ずる。この場合、減給の額は 1事

案について平均賃金の 1日 分の半額 とし、一賃金支払期間の減給総額が当該賃金支払期

間における賃金総額の 10分の 1を超えないものとする。ただし、減給総額が当該賃金支

払期間における賃金総額の 10分の 1を超える部分については、翌月以降の賃金を減ず
る。

三 出勤停止
始末書を提出させて、将来を戒めるとともに、7労働 日以内の期間を定めて出勤を停止
し、その期間の賃金は支払わない。
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四 諭旨解雇
懲戒解雇相当の事由がある場合で本人に反省が認められるときは、解雇事由に関し本人

に説諭 して解雇することがある。諭旨解雇となる者には、状況を勘案して退職金の一部

を支給しないことがある。

五 懲戒解雇
予告期間を設けることなく即時解雇する。ただし、労基法 20条 1項ただし書の定める解

雇予告除外事由がある場合には、解雇予告手当を支給しない。懲戒解雇となる者には、

その状況を勘案し、退職金の全部又は一部を支給しない。

(懲戒の事由)

第 45条 職員が次の各号のいずれかに該当するときは、その情状に応じ、けん責、減給又は出勤

停止に処する。

一 正当な理由なく無断欠勤をしたとき
二 正当な理由なくしばしば遅刻、早退をしたとき

三 過失により会に損害を与えた時
四 素行不良で会内の秩序及び風紀を乱したとき

五 第 4条に違反したとき

②従業員が次の各号のいずれかに該当するときは、そ
の情状に応じ、諭旨解雇又は懲戒解雇に処

する。ただし、反省が顕著に認められること等を勘案し、前項
の処分にとどめることがある。

一 会の事業の受益者の権利を不当に侵害したとき

二 故意により会の物品を損壊し、会に重大な損害を与えたとき

三 自己又は第二者のために職員としての地位を不正に利用し、会に重大な損害を及ぼし

たとき

四 会の名誉もしくは信用を著しく毀損する行為をし、又は会に重大な損害を与えたとき

五 支援者の個人情報等重要な情報を漏えいし、もしくは漏えいしようとし、会の名誉もし

くは信用を棄損し、又は会に重大な損害を与えたとき

六 無許可で兼業し、会に重大な損害を与えたとき

七 暴行もしくは脅迫を用ぃてわいせつな行為をし、又は職場における影響力を用いるこ

とにより強いて性的関係を結びもしくはわいせつな行為をしたとき、又
は、わいせつな

言辞等を執拗に繰 り返したことにより相手が強度の心的
ス トレスの重積による精神疾

患に罹患したとき

八 他の職員に対し、職権を背景として部下を抑圧 したうえで暴行、脅迫もしくは名誉棄損

行為をしたとき、又は他の職員に対する嫌がらせ行為等を執拗に繰
り返したことにより

相手が強度の心的ス トレスの重積による精神疾患に罹患した
とき

九 業務上の指示または会の諸規程に著しく違反した場合で行為態様が悪質なとき

十 前項各号の行為を反復し、指導にもかかわらず改善がみられないとき

(懲戒の手続 )

第 46条 事務局長は 、前条各号の懲戒事由の存在が疑われるときはその存否を確認するために、

調査・認定委員会を設置することができる。調査
・認定委員会は 3名 以上の職員で構成するもの

とする。事務局長は、外部専門家を調査
0認定委員に選任することができる。

②職員は、前条各号の懲戒事由の存在があると思料するとき
は、事務局長に対して調査・認定委
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員会の設置を請求することができる。事務局長は、特段の事由がない限り、調査・認定委員会の

設置請求を拒むことはできない。

③調査・認定委員会は、中立公正を旨とし、事実の認定を速やかに行い、事務局長に事実認定の

結果を報告しなければならない。調査・認定委員会は事実認定のみを行 うものとし、事案の評価

を行ってはならない。

④事務局長は、調査・認定委員会が懲戒事由に該当する事実があると認定したときは、その旨を

理事長に報告 しなければならない。

⑤理事長は、前項の報告を受けたときは、第 45条各号の懲戒処分を決定するために、懲戒委員会
を設置しなければならない。懲戒委員会は理事及び監事を含む 3名 以上の役職員で構成するもの
とする。

⑥理事長は、懲戒委員会の決議に基づき懲戒処分を行 うものとする。
⑦会は、懲戒処分の内容、及び調査・認定委員会の事実認定の結果について、必要に応 じて公表
することができる。

附 則
実施 2002年 4月 1日

改訂 2003年 4月 1日
2005年 7月 25日

2007年 5月 16日

2011年 9月 1日

2013年 3月 29日

2013年 10月 25日

2017年 5月 1日 (懲戒規定導入 )
2018年 4月 1日 (有給体暇分割付与、赴任準備休暇導入、リフレッシュ休暇導入 )
2019年 1月 25日 (フ レックスタイム制導入 )
2020年 7月 24日  給与締め日変更に伴 う改訂
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書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

事 業 年 度 令和 2年 4月 1日 ～令和 3年 3月 31日法人名 特定非営利活動法人難民を助ける会

な し

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金 額

受取寄附金 406,772,524円

資産受贈益 品切手等の現物寄附) 3,147,806円

正 員収入 812,000円

協力会員収入 2,585,000円

チャリティグッ 19,201,816円

受託・ 2,070,122円

111,500円

756,000円

3,571,335円

受取利息

受取配

為替評価益

・助成金収入

雑収入

1,276,674,754円

562,506円

円

円

円

△
ロ 計 1,716,265,363円

f」ヒ
1日 入 先 金    額

な し
円

円

円

円

円

円△
日 計

その他



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

けに係る料金及び条件等

役務の提供に係る料金及

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条 件  等

チャリティグッズの販売 円 カタログ添付

円

円

円

円

円

円

円

円

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し
円

円

円

円

円

円

円

円

円

料 金

円

条  件  等

な し

役 務 の 提 供 の 内 容

円

円

円

円

円

円

円
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AARJapan[難民を助ける会]の
チャリティグッズ

おいしいチョコレート、やさしい石けん、すてきな絵本。

手にするだけで笑顔があふれるAARのチャリティグッズ。

贈ったひとも、もらったひとも。

そして世界の誰かにも。

笑顔と想いが届きます。

純益はすべてAARが世界 16ヵ 国で

取り組む支援に活用します。

パッケージの花の絵は、

AARが トルコで支援して
いるシリア難民の子ども

たちが描きました。

□
ヽ

E】

*a 1t -Fa\" fu L( ri,,t !uf=
北海道の六花亭製菓株式会社にご協力いただき、

_た_」豊隻ム星評」の_AARのチ
定番のミルクとホワイトに、人気の抹茶ホワイトとモカホワイトを加えて、

1箱で4つの味が楽しめる詰め合わせにリニューアルしました。

ミルクチョコレート

ほどよい甘さと豊かな香り。

誰にでも愛される定番チョコ。

ホワイトチョコレート

1968年 、六花亭が日本で
初めて発売 したホワイト

チョコ。良質なココアパター

と北海道のミルクをたっぶり

使ったなめらかな口溶け。

株兼ホワイトチョコレート

ミルクのやさしい甘さが、

抹茶の香りを引き立てます。

モカホワイトチョコレート

ホワイトチョコレートに厳選

したコーヒー豆をブレンド

しました。

^_   _a

A4マ
1 7tlt=<f=rL.-h 円(税込)

●ミルクチョコレート、ホワイトチョコレート、抹茶ホワイト

チョコレート、モカホワイトチョコレート各1枚、計4枚入り

●1枚あたり:縦5cmX横5cmX高さ約lcm、重さ20g

製造:六花事製薬株式会社

販売期間:2020年 11月 1日～2021年 3月31日

チャリティチョコレートを10個以上ご購入で、こ希望の方にハハ酔Ю周年記念写真集『花 ～々WHEN YOU:RE SMIL:NG～ 』をブレゼント.
る世界の子どもたちの実顔を収めています。こ希望の方はお申し込み欄にご記入ください。

“

マ

たくさんのこ支援ありがとうございました
昨シーズンのチャリティチョコレートの販売個数は11,194個で、純益は3,454,227円 になりました。
新型コロナウイルス対策緊急支援をはじめ、世界16ヵ国での支援活動に活用しています。

市―ムヘーンち…31_,

こ
'■

tし ,たたけます



多曰の子沈いこそ
ucHino

協力

ヽ

Lit.3lyt. Dcsigning

外出から戻ったら。おやつや食事の前に。

新型コロナウイルスの流行を受け、小まめな

手洗いが毎日の習慣になりました。

1日に何度も使うものだから、お肌にも環境

にも優しい石けんを選びたいですね。

AARの洗顔。浴用石けんは、香料。着色料・酸

化防止剤・合成界面活性剤を使っていません。

天然の保湿成分を含んでいるので、お子さま

やお肌の敏感な方にもお使いいただけます。

ご自宅用はもちろん、お歳暮や年末年始の

ご挨拶などにぜひご活用ください。

環境 :Ct′やざしい,石|けれt
. a - a .. a a -. a a a . a. - - a. a .. a a -. a

島
0

2石けんタオルセット(小)
3石けんタオルセット(大)
4箱入リハンカチタオル
5ハンカチタオルセット
タオルは老舗タオルメーカー内野株式会社の製造です。

6洗■・浴用石けん 円

シャポン玉石けん株式会社の「ピューティーソープ」を

オリジナルパッケージに入れました。●内容量100g

7洗顔・浴用石けん
1劇ロセット

円

ご家庭用のため、簡易包装でお届

けします。

0が
「
‐ヽ

.a-a..a a.. aaa.a.----a-.a a-.a

口

＝ 円

円

円

円

32

子どもが生まれてから、環境

問題についてもよく考える

ようになりました。安心して

使えるので、家族で長年愛用

しています。

囲IIコEIEヨ

『地雷ではなく花をください』[絵 :葉 祥明 文 :柳瀬

房子 (AAR会長)]は、1996年にAARの地雷廃絶キ

ャンペーン絵本として誕生しました。シリーズ(5冊 )

の累計発行数は61万部を超え、多くの子どもたち

の心に“世界を思うやさしさ"を育んでいます。日英

表記のため、「英語の勉強に」と、中高生への

プレゼントとしてもとても人気です。

2016年に発行した『サニーちゃん、シリアヘ行く』

[絵 :葉 祥明 文 :長 有紀枝 (AAR理事長)]には、

シリア内戦下で懸命に生きる子どもたちの姿が描

かれ、世界で起きている難民問題を知るきっかけに

なります。

8地■ではなく花をください 円

9IE.EI?BA<TEE<'EEU\ 1 円

10 ff4.8t?Ba<?6t(lEttr 1

11 ,6DhlL5 [I?BA(Gt(Etr,r 1

12 t tZ6" [I?BA(TEt(Ettt 1

□

＝

日

7

l$^+t Fllv\ ( . tf ='tt QL.Y'ffi tz

ついて ぇてみ手せんが

8 9

12

10

13

ロコ

11

Ｆ

Ｌ

□

Ｅ

小学生のとき先生が授業で紹介してくれました。

「なぜお花ではなく"地雷"を埋めたの?」 と、世界の

問題について考えるきつかけになりました。息子にも

読み聞かせ、想いをつなげていきたいと思つています。

価格はすべて税込みです

円

円

円

東京事務局 ■城薔子   13サ ニーちゃん、シリアヘ行 く
Ｆ

Ｌ

暮

　

・た ,■

円



れ持ちがt3.こリ

サニ′ちゃんグしバ
｀

脅

絵本『地雷ではなく花をください』の

主人公、うさぎのサニーちやんを

モチーフにしたチャリティグッズ。

手にするだけで、気持ちがほっこり、

やさしくなります。ご家庭やお仕事で。

さまざなまシーンでご活用ください。

14 6r,r(6 ?tzt-7tt7 600n
高さ10センチ(耳含まず)のサニーちゃん。

ランドセルやカバンに付けていつも一緒。

15ビンパツジ 600円
パッグや帽子、お洋服のアクセントにいかがでしよう

か。●高さ3cm

ハンカチタオル 各600円
16ビンク 17グリーン
両面パイル生地で柔らかい肌触り。老舗タオルメー

カーの内野株式会社にご協力いただき、糸の染色か

ら織りまで日本国内で製造しています。

●)25cm× 25cm

18便箋 zotl 450n
なかなか会えないときだから、ひさしぶりに想いを込

めた手紙を書いてみませんか.4種類の絵柄が楽し

めます。縦・横の罫線下敷き付き.

19-筆箋 +or450n
贈り物や書類に添ぇて。ちょっとした気持ちが伝わり

ます。絵柄は4種類。

グリーティングカード 各300円

20サニーちゃん
21日の日のサニーちやん

封筒付きのメッセージカードo寄せ書きにも使えま

す。クリスマスや新年のこ挨拶にぜひ。

ポストカード 各100円
24ビンク
25丘

絵本の挿絵をポストカードにしました。

ネクタイ

26(箱なし) 39240円

27(箱あり) 円

「どんなスーツにも合わせやすい」と幅広い年代から

人気。シルクloo%でプレゼントにもびった

イエロー

気球

り。

缶パツジ 各250円

28ビンク 29ィェロー 30気球
●直径44mm

/r
f缶パッジは、東日本大震災
復興支援としてAARが

支援を続けている福島県

相馬市の障がい者施設

「工房もくもく」で作られて

います。ご購入いただく

ことで、利用者の皆さんの

工賃向上にも繋がります。
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AARJapan[難民を助ける会]チャリティグッズお申し込み用紙 2020秋冬

FAX(03… 5423‥ 4450)、 郵送の場合は以下のお申し込み用紙にご記入ください。
お電話 (03¨5423‐4511)でも承ります。

姜託販売のご案内

′1ザーや社内イベント

でAARのチャリティ商品
を販売しませんか.備考

目に委託販売と明記し、

お申し込みください.

商品の発送週日の送料

はご■担をお1日 ■́慮講,
お問い合わせはAA:薇

チ」
"マ
グッズ係まで。

お申し込みは

ホームページから

ふりがな
電話

お名前 FAX

ご住所
T

備考
い

商品番号
価格(税込》 数量 小計

チヤリティチョコレート(販売期間:2020年 11月 1日～2021年3月 31日 )
10個以上お買い上げで、写真集をご希望の方は、Oを してくださじヽ。 1希望 600円 箱 円

2 石 け'んタ (′」ヽ) セツト/グリーン  セット】【ピンクオ
`

ツル セ ト けん3個石 +ノ ンヽカチ ルタオ 1,320円 セット計 円

3 石けんタオルセy h (*) E-tt tv8ffiv\>hfti )bly>, セツト/グリーン  セット】 2.520円 セット計 円
4 箱入リハンカチタオル 【ピンク  箱/グリーン  箱】 650円 計 箱 円
ｒ
● ハンカチタオルセット ビンク、グリーン各 1枚 1,300円 セット 円
6 洗顔・浴用石けん 240円 個 円
7 洗■ 用石 0個セ (こ家庭用)浴 け , 1ん ツ ト 2.200円 セット 円
8 絵本『地日ではなく花 ださLをく 'ヽ■ 1,601円 冊 円
9 絵本『籠 地日ではな く さ花をく だ い』 1.676円 冊 円
10 絵本『続々 地■ではなく花をくださし'ヽ』 1,676円 冊 円
11 絵本『あリカこと 日で 花をくつ 地 くはな さだ い』 1,676円 冊 円
12 絵本

1心
を はな 花をくだ『 め てG.ロ 日で地 く さい』 1.676円 冊 円

13 絵本『サ ―ちゃん、 へ行くリシ ア 』 1.540円 冊 円14 ぬいぐるみストラップ
600円 個 円15 ビンパッジ
600円 個 円16.17 ハンカチタオル lc>, fr./uu-> {tl 600円 計 枚 円18 便箋
450円 冊 円19 一筆箋
450円 冊 円

グリーテイングカ…ド t*/ga?o+r=-B+t" itl【サニーちゃん 300円 計 枚 円
22・25 ポストカード 【イエロー  枚/気球 fi./c>, fr./fr. &l 100円 計 枚 円

ネクタィ(箱なし)
3,240円 本 円27 ネクタイ(箱あり)
3.340円 本 円

20・30 缶パッジ le>2 M,/{=,a- M,/at*. 個】 250円 計 個 円

円

月 □火 □水 □木 金 □土 □ (複数回答可)
時間 午前中 □ 1 4時～1 6時 1 6時～ 1 8時 1 8時～'20時 □ 1 9時～2 1時 □指定な :

υお届け希望 ※新型コ□ ナウイルスの影響によリ お届け日のご指定は承つ,てお りませ.ん 通常 お申し込みから 1週間前後でお届けして お りますが よリお時間がかかる場合がござし,ヽます。お急ぎの場合は、お電話でご連絡くださし
.

。ヽ
※ 1 2月 25 (金 ) ～ 1月6日 (水 ) の期間は発送作業はお休み とな リます. ご了承くださし'

。ヽ

お支払いについて
歴亜萱ヨ
商品のサイズゃ重さによって、宅配便やレタ
ーパツクなどを利用して送ります。いずれの場
合もお客さまのご負担が少なくなるように手
配します。宅配使ご利用の場合(3辺の合計が
80cm以内)は、右料金になります。

宅配便料金(80サイ:0
ホームページよりご注文の場合は、クレジットヵ―ド、コンピニ決済、
AmazOn Pay(ァ マゾンペイ)などをご利用いただけます。
●代金引換をご希望の場合は、備考欄に「代引き」とご記入ください。現金の
みのお取り扱いになります。別途手数料(330円～)がかかります。
●お電話、FAX、郵送でお申し込みの場合は、商品と一緒に郵便払い込み用
紙をお送りしますので、ゆうちょ銀行、郵便局からお振り込みください。

地崚

関東 610円
中部・北陸信越・南東北 660円
関西 720円
中国・四国・北東北 840円
北海道。九州 1,000円

沖縄 1,200円

AAR Japan
特定非営利活動法人

難 民 を 助 け る 会■:.03‐ 5423‐ 451l Fax.03‐ 5423‐ 4450 www.aanan.9可 p
■「 141‐0021Association forAid and Relief, Japan
東京都品川区上大崎2‐12‐2ミズホビ′″F |■ @aarjapan 1回

公式Facebα 水 公式インスタグラム 公式ツイッター

|ジ
1979年にインドシナ難民支援を目的に日本で生まれた国際N00です。特定の政治や宗教に偏らす

@aar_japan @aarjapan

紛争や災害などの困難に直面した人々へ、「困つたときはお互し,ヽさま」の精神で直ちに支援を届けるとともに、
.多くの方々からのこ寄付に支えられ、現在は16ヵ国で活動しています。
誰もが生命や生活を脅かされることのない社会を目指した活動をしてしヽます。

□日 □

□

日

E=FT翻



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

譲 渡
年月日

譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

定価

チャリテイグッズ・チ

ョコレー ト・石鹸・タ

オル他

通年

円

円

円

円

円

円

円

円

円

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等
614,295,353円 国内外事業助成金

301,595,687円 トルコ事業助成金

223,230,026円 海外事業 補助金

59,621,837円 トルコ事業助成金

22,494,480円 コロナ事業

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等
88,339,638円 資材購入代金

75,791,824円 食糧代金

53,058,678 FI] 支援物資 (マスク・衛生用品)

51,334,483円 食糧配布 0リ スク回避教育等委

託
41,590,332円 支援物品の購入代金



口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る の氏名並びにその 月 日]

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

別紙



4寄附者に関する事項 [④寄附者(役員又は役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中
`が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏
ノCァ
″白 寄 附 金 額 受領年月日

10,000  円 2020年 5月 19日

100,000  円 2020年 6月 17日

10,000  円 2020年 6月 17日

100,000  円 2020年 6月 25日

10,000  円 2020年 7月 17日

10,000  円 2020年 8月 19日

10,000  円 2020年 9月 17日

10,000  円 2020年 10月 19日

10,000  Fヨ 2020年 11月 18日

200,000  円 2020年 12月 10日

10,000  円 2020年 12月 17日

10,000  円 2021年 1月 19日

10,000  円 2021年 2月 17日

10,000  円 2021年 3月 17日

円

10,000  円 2020年4月 17日

10,000  円 2020年 5月 19日

10,000  円 2020年 6月 17日

100,000  円 2020年 6月 23日

10,000  円 2020年 7月 17日

10,000  円

10,000  円

10,000  円

10,000  円

10,000  円

10,000  円

2020年 8月 19日

2020年 9月 17日

2020年 10月 19日

2020年 11月 18日

2020年 12月 17日

2020年 12月 17日

10,000  円 2021年 1月 19日

10,000  円 2021年 2月 17日

10,000  F司 2021年 3月 17日

円

10,000  円 2020年 4月 17日

10,000  円 2020年 5月 19日

10,000  円 2020年 6月 17日



4寄 附者に関する事項 [④寄附者(役員又は役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中
`が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

10,000  円 2020年 7月 17日

100,000  円 2020年 8月 19日

10,000  円 2020年 8月 19日

10,000  円 2020年9月 17日

10,000  円 2020年 10月 19日

10,000  円 2020年 11月 18日

10:000  円 2020年 12月 17日

10,000  円 2021年 1月 19日

10,000  Fヨ 2021年 2月 17日

10,000  円 2021年 3月 17日

円

円

200,000  円 2020年 7月 17日

円

円

円

円



5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

411人 677,118,136円

6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに
そ の 日

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

男ll痢氏
円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

別紙
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



6支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月日 支出先の名称 住 所 等 寄附の目的等 支出金額

2020年04月 30日 台風19号被災者 備品購入支援
金

70,400 円

2020年 04月 30日 台風19号被災者 備品購入支援
金

72,352 円

2020年 05月 08日 新型コロナウイルス感染症対策
イタリア病院支援

1,170,000 円

2020年 05月 27日 東日本震災被災障がい者 備品
購入支援金

490,320 円

2020年06月 02日 新型コロナウイルス感染症対策
備品購入支援金

72,630 円

2020年 06月 09日
新型コロナウイルス感染症対策
備品購入支援金

100,000 円

2020年 06月 12日
新型コロナウイルス感染症対策
備品購入支援金

7,425 円

2020年 06月 23日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

78,392 円

2020年 07月 03日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

100,000 円

2020年 07月 07日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

79,091 円

2020年 07月 07日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

37,137 円

2020年07月 07日
新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

2,800 円

2020年07月 07日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

20,900 円

2020年 07月 07日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

88,110 円

2020年 07月 27日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

9,251 円

2020年07月 27日
台風19号被災者 施設修繕支援
金

1,360,331 円

2020年 08月 04日
東日本震災被災障がい者 備品

購入支援金
111,770 円

2020年 09月 02日
…

チウイルス感染症対策
備品購入支援金

128,093 円

2020年 09月 02日 79,526 円

2020年 09月 02日 99,000 円

2020年 09月 02日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

11,055 円

2020年09月 11日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

262,500 円

2020年 09月 15日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

319,370 円

2020年09月 15日
新型百百デライルス感染症対策
配送・発送費等支援金

43,320 円

2020年 09月 18日 1,000,000 円

2020年09月 18日 440,995 円

2020年 09月 29日
薪型百ロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

96,473 円

2020年 10月 06日 8,107 円

2020年 10月 09日
東日本震災被災障がL
購入支援金

者ヽ 備品 287,180 円

2020年 10月 09日
新型コロナウイルス感染症対策

配送口発送費等支援金
116,484 円

2020年 10月 16日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

43,400 円

2020年 10月 20日
新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

36,974 円

2020年 10月 21日
新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

102,085 円

2020年 10月 23日
薪璽百百〒万7ルス感染症対策
配送・発送費等支援金

177,276 円

2020年 10月 23日 62,612 円

2020年 10月 26日 洪水見舞金 100,000 円

九州豪雨被災者 事業活動支援
金



支出年月日 支出先の名称 住 所 等 寄附の目的等 支出金額

2020年 11月 04日
九州豪雨被災者 事業活動支援
金

500,000 円

2020年 12月 01日
東日本大震災被災者 事業活動
支援金

14,495 円

2020年 12月 11日
新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

969,115 円

2020年 12月 15日 東日本震災被災障がい者 備品
購入支援金

303,864 円

2020年 12月 18日 新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

120,777 円

2020年 12月 28日 新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

48,920 円

2020年 12月 28日 新型コロナウイルス感染症対策
情報通信設備導入支援金

66,426 円

2020年 12月 28日 新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

7,168 円

2020年 12月 28日 東日本大震災被災者 事業活動
支援金

26,344 円

2021年01月 15日 東日本震災被災障がい者 事業
活動支援金

143,000 円

2021年01月 26日 東日本大震災被災者 事業活動
支援金

12,019 円

2021年01月 27日 新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

838,010 円

2021年02月 05日 東日本震災被災障がい者 備品
購入支援金

451,278 円

2021年02月 15日 東日本震災被災障がい者 機器
購入支援金

1,129,465 円

2021年02月 19日 新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品購入支援金

200,000 円

2021年 03月 02日 新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

165,500 円

2021年 03月 02日 新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

87,000 円

2021年03月 02日 新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

97,259 円

2021年 03月 19日 東日本大晨災被災者 事業活動
支援金

14,713 円

2021年03月 19日 東日本震災被災障がい者 備品
購入支援金

114,773 円

2021年 03月 19日 新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

507,855 円

2021年03月 19日 新型コロナウイルス感染症対策
配送・発送費等支援金

97,350 円

2021年03月 26日 こ日本震災被災障がい者 車両
摩入支援金

1,900,000 円

2021年 03月 26日 本震災被災障がし
支援金

東日

購入
者ヽ 備品

19,968 円

2021年03月 30日 東日本震災被災障がい者 享票
活動支援金

897,930 円

2021年03月 30日 日
500,000 円

2021年03月 31日 東日本震災被災障がい者 機器
購入支援金

1,500,000 円

2020年

“

月07日 東日本大震災被災者 生活用品
寄贈

41,224 円

2020年04月 23日 新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

121,000 円

2020年04月 27日 台風19号被災者 備品寄贈 5,500,000 円

2020年 05月 01日 新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

1,049,180 円

2020年05月 07日 台風19号被災者 備品寄贈 284,977 円

2020年05月 07日 台風19号被災者 備品寄贈 28,996 円

2020年05月 07日 台風19号被災者 生活用品寄贈 40,590 円

2020年05月 12日 東日本大震災被災者 生活用品
寄贈

41,224 円



支出年月日 支出先の名称 住 所 等 寄附の目的等 支出金額

2020年 05月 19日 新型コロナウイルス悪梁症対策
衛生用品寄贈

110,000 円

2020年05月 20日 新型コロナワイルス懸梁症対策
衛生用品寄贈

1,870,000 円

2020年 06月 03日
新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

5,750 円

2020年 06月 03日
新型コロナウイルス懸梁症対策
衛牛用品春贈

99,000 円

2020年 06月 03日

2020年 06月 05日

2020年 06月 09日

2020年 06月 23日

2020年 06月 23日

新型コロナウイルス懸梁症対策
衝牛用品。情報捕信機器寄贈

14,850 円

新型コロナウイルス悪梁症対策
街生用品害贈

1,249,600 円

:日 本大震災被災者 生活用品
F贈

41,224 円

新型コロナウイルス感染症対策
情報通信機器寄贈

99,990 円

台風19号被災者 空調設備寄贈 955,900 円

2020年 06月 25日
新型コロナウイルス感梁症対策
街牛用品寄諧

18,560 円

2020年06月 25日
新型コロナウイルス懸梁症対策
街牛用品春贈

105,598 円

2020年 06月 25日 13,216 円

2020年06月 25日
ロ

40,925 円

75,150 円

90,200 円

2020年 06月 25日
新型コロナウイルス感染症対策
街生用品寄贈

2020年 06月 30日
新型コロナウイルス感染症対策
情報通信機器寄贈

2020年06月 30日 41,224 円

2020年 07月 06日 5,299,945 円

2020年07月 06日

2020年 07月 06日

2020年07月 06日

88,110 円

新型コロナウイルス感染症対策
街牛用品寄贈

242,830 円

新型コロナウイルス感染症対策
衡生用品寄贈

38,040 円

20,130 円

8,999,962 円

2020年 07月 09日

2020年 07月 22日

2020年07月 27日 台風19号被災者 建物修繕 4,213,000 円

2020年 07月 31日 台風19号被災者 機械装置寄贈

715,000 円

2,525,160 円

2020年07月 31日 台風19号被災者 設備工事

2020年 08月 04日
東日本大震災被災者 生活用品
審贈

41,224 円

2020年 08月 07日 880,000 円

40,700 円2020年08月 07日
新型コロナウイルス感染症対策
情報捕信機器寄贈

2020年 08月 28日
新型コロナウイルス感染症対策
街生用品春贈

35,660 円

1,500 円2020年 08月 28日

34,560 円2o2O+O8E28El

2020年 08月 28日 227,601 円

770,000 円2020年 08月 28日

2020年08月 20日 台風19号被災者 車両寄贈 4,198,800 円

2020年 08月 28日

2020年08月 28日

台風19号被災者 印刷関連費 68,6401 円

3,980,000 円19号被災者 車両寄贈

19号被災者 印刷関連費 22,000 円2020年 08月 28日



支出年月日 支出先の名称 住 所 等 寄附の目的等 支出金額

2020年 08月 31日 九州豪雨被災者 備品寄贈 144,580 円

2020年09月 04日 九州豪雨被災者 機械装置寄贈 975,040 円

41,580 円

17,824,944 円

2020年 09月 08日 東日不六震災薇災者 生活用品
寄贈

2020年 09月 08日 新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

2020年09月 08日

2020年 09月 08日

目覆麗醒■亜藤亜互∃ 198,550 円

1

1,536,442 円

2020年09月 16日 23,100 円

2020年 09月 16日 新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

61,050 円

2020年09月 16日 東日本震災被災障がい者 機械
装置寄贈

1,210,000 円

2020年 09月 23日 折型コロナウイルス感染症対策
齋報通信機器寄贈

1,028,829 円

2020年09月 24日 九州豪雨被災者 生活用品寄贈 1,335,000 円

58,850 円
2020年09月 25日

2020年 09月 29日

テ型コロナウイルス感染症対策
『生用品寄贈

346,500 円

2020年 09月 29日 40,700 円

2020年09月 29日 東日本震災被災障がし
装置寄贈

者ヽ 機械
322,300 円

2020年 09月 30日 新型コロナウイルス懸染症対策
情報通信機器寄贈

425,150 円

2020年 09月 30日 栗日本人震災薇災者 生活用品
寄贈

41,580 円

2020年 10月 05日 新型コロナウイルス感染症対策
情報通信機器寄贈

429,000 円

2020年 10月 06日 九州豪雨被災者 車両寄贈 3,740,000 円

2020年 10月 09日 636,889 円

2020年 10月 09日 1日本震災被災障がい者 備品
F贈

935,000 円

2020年 10月 09日

2020年 10月 13日

九州豪雨被災者 車両寄贈 3,597,380 円

473,220 円

2020年 10月 13日

2020年 10月 16日

東日本展災被災障がい者 備品
寄贈 398,750 円

|

4,900 円

2020年 10月 23日
617,100 円

2020年 10月 27日

2020年 11月 02日

503,159 円

154,292 円

2020年 11月

“

日

2020年 11月 06日

こ日本大展災被災者 生活用品
F贈

41,580 円

F型コロナウイルス感染症対策
野生用品寄贈

1,536,979 円

2020年 11月 06日
5,630,130 円

2020年 11月 06日
475,867 円

2020年 11月 10日
31,990 円

2020年 11月 17日 新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈 6,160 円

2020年 11月 17日
456,500 円

2020年 11月 20日
3,734,500 円

2020年 11月 20日
1,232,000 円



支出年月日 支出先の名称 住 所 等 寄附の目的等 支出金額

2020年 11月 26日 839,322 円

2020年 11月 26日 528,462 円

2020年 11月 27日 712,600 円

2020年 11月 27日 新型コロナウイルス感染症対策
断生用品寄贈

1,000,070 円

2020年 11月 27日
新型コロナウイルス感染症対策
衝牛用品寄贈

622,724 円

2020年 11月 27日
新型コロナウイルス感染症対策
簡生用品寄贈

651,592 円

2020年 11月 27日
子型コロナウイルス懸梁症対策
テ生用品寄贈

71,890 円

2020年 11月 27日
予型コロナウイルス悪梁症対策
,生用品寄贈

21,010 円

2020年 11月 30日 31,990 円

2020年 12月 08日
新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

1,006,005 円

2020年 12月 08日
新型コロナウイルス感梁症対策
衛生用品寄贈

619,080 円

2020年 12月 08日
新型コロナウイルス悪梁症対策
聞牛用品寄贈

717,024 円

2020年 12月 11日 106,810 円

2020年 12月 11日 41,580 円

2020年 12月 11日 34,650 円

2020年 12月 15日
こ日本展災被災障がい者 機械
皇置寄贈

849,200 円

2020年 12月 18日
新型コロナウイルス感果症対策
衛生用品寄贈

391,500 円

2020年 12月 18日
新型コロナウイルス感染症対策
衛牛用品春贈

126,000 円

2020年 12月 18日
新型コロナウイルス感染症対策
街牛用品寄贈

556,500 円

29,784 円2020年 12月 18日
新型コロナウイルス感染症対策
衡生用品寄贈

2020年 12月 18日
こ日本晨災被災障がい者 備品
磁 l

317,350 円

2020年 12月 18日
i型コロナウイルス感染症対策
,生用品害贈

965,580 円

豪雨被災者 生活用品寄贈

2020年 12月 25日 671,440円

102,490 円2020年 12月 25日

2020年 12月 25日
東日本震災被災障がい者 設備
工事

1,000,000 円

2020年 12月 29日
東日本大震災被災者 生活用品
審贈

41,580 円

2020年 12月 29日 台風19号被災者 設備工事 5,170,000 円

2021年 01月 06日

2021年01月 15日

173,470 円

206,800 円

707,300 円2021年 01月 20日

2021年01月 22日 49,571 円

2021年 01月 22日
新型コロナウイルス感染症対策
衝生用品梱包資材寄贈

37,124 円

2021年 01月 22日
新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品梱包資材寄贈

90,422 円

2021年 01月 22日
新型コロナウイルス感染症対策
街牛用品害贈

797,500 円

2021年 01月 22日
新型コロナウイルス感染症対策
宙生用品寄贈

1,061,500 円

447,655 円2021年 01月 26日

2021年 01月 29日 九州豪雨被災者 生活用品寄贈 76,445 円



支出年月日  | 支出先の名称 住 所 等 寄附の目的等 支出金額

2021年 01月 29日 九州豪雨被災者 生活用品寄贈 588,527 円

2021年01月 29日 九州豪雨被災者 備品寄贈 89,058 円

2021年01月 29日
東日本震災被災障がい者 印刷
関連費

148,000 円

3,918,776 円

4,400,884 円

497,310 円

2021年01月 29日 新型コロナウイルス懸梁症対策
衡牛用品害贈

2021年 01月 29日 新型コロナウイ
街生用品春贈

ルス懸梁症対策

2021年 02月 05日 子型コロナウイルス懸梁症対策
ヨ生用品寄贈

2021年02月 05日

2021年02月 05日

2021年 02月 09日

テ型コロナウイルス悪梁症対策
テ生用品寄贈

631,620 円

45,100 円

14,062 円

2021年02月 09日 29,591 円

2021年 02月 18日 新型コロナウイルス懸梁症対策
衡生用品寄贈

769,200 円

2021年02月 24日 東日不震災薇災障がい者 備品
寄贈 98,890 円

2021年 02月 26日 新型コロナウイルス懸梁症対策
衛生用品寄贈

620,448 円

2021年02月 26日 新型コロナウイルス懸梁症対策
衛生用品寄贈

622,656 円

554,944 円

1,166,000 円

2021年 02月 26日 新型コロナワイルス懸梁症対策
衛生用品寄贈

2021年02月 26日

2021年 02月 26日 857,652 円

2021年02月 28日 :日本展災被災障がい者 備品
F贈

24,640 円

2021年 03月 02日 51,480 円

2021年 03月 03日 東日本人震災被災者 生活用品
寄贈

41,580 円

東日不六震災薇災者 生活用品
寄贈

2021年03月 05日 41,580 円

4,403,971 円
2021年 03月 05日

2021年 03月 05日

新型コロナウイルス悪梁症対策
衛生用品寄贈

新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈 410,292 円

2021年03月 05日 新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈 41,950 円

2021年 03月 05日 新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品梱包資材寄贈 46,156 円

2021年 03月 05日 36,833 円

2021年 03月 11日 F型コロナウイルス感染症対策

『生用品梱包資材寄贈
2,040 円

64,500 円
2021年03月 12日

2021年03月 12日

新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品梱包資材寄贈
新型コロナウイルス感染症対策
印刷関連費

107,956 円

2021年 03月 12日

2021年03月 17日

新型コロナウイルス感染症対策
印刷関連書 25,460 円

東日本大震災被災者 生活用品
寄贈 41,580 円

2021年03月 17日 東日本震災被災障がい者 設備
工事 654,500 円

2021年03月 19日 18,700 円

2021年 03月 19日 50,000 円

309,100 円
2021年 03月 30日 こ日本震災被災障がい者 備品

F贈

2021年03月 30日

2021年03月 30日

125,235 円

新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品梱包資材寄贈 61,248 円



支出年月日 支出先の名称 住 所 等 寄附の目的等 支出金額

2021年03月 30日
新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

934,670 円

2021年03月 30日
新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

753,956 円

2021年 03月 30日
新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈関連費

7,095 円

2021年 03月 30日
新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

4,965,987 円

2021年 03月 30日
新型コロナウイルス感染症対策
衛生用品寄贈

344,526 円

2021年 03月 31日
東日本大震災被災者 生活用品
寄贈

41,580 円

合計 162,182,772 円



7 海外への送金等に関する事項
[⑦海外への送金又は金銭の持出しを行つた場合におけるその金額及び使途並びにその実施日]

実  施  日 使 途 金 額

2020年 04月 03日 ヤンゴン事務所へ活動資金として USD 6,000.00 652,920 円

2020年104月 03日 ヤンゴン事務所へ活動資金として USD 663.71 72,224 円

2020年 04月 03日 イスラマバード事務所へ活動資金として uSD     25,000.00 2,720,500 円

2020年 04月 03日 イスラマバード事務所へ活動資金として USD 5,000.00 544,100 円

2020年 04月 07日
ミヤンマー避難民に対する支援、衛生改善事業の経費として

(現地協力団体)へ支払い
uSD 4,715.00 517,707 円

2020年 04月 07日
ミヤンマー避難民に対する支援、衛生改善事業の経費として

現 地協力団体)へ支払い
USD     39,997.00 4,391,670  円

2020年 04月 07日 パアン事務所へ活動資金として uSD     18,000.00 1,976,400  円

2020年 04月 07日 バングラデシユ事務所へ活動資金として USD     14,000.00 1,537,200 円

2020年 04月 10日 カブール事務所へ活動資金として USD     54,000.00 5,903,820 円

2020年:04月 10日 ウルフア事務所へ活動資金として USD     70,000.00 7,651,700 円

20201年 04月 10日 ウルフア事務所へ活動資金として USD 3,500.00 380,905 円

2020年 04月 13日
シリア難民等に対する食料支援の経費として、BASHAN

1糧′くッケージi露l達業者)′ 支ヽ払い
USD    284,084.42 30,950,997  円

2020年104月 13日
シリア難民等に対する食料支援の経費として

(小麦粉業者)へ支払い         ___ USD     18,000.00 1,961,100 円

2020年 04月 17日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD     10,000.00 1,086,400 円

2020年 04月 17日 ウガンダ事務所へ活動資金として USD1     10,000.00 1,086,400 円

2020年 04月 20日
シリア難民等に対する食糧配付・リスク回避教育の経費として
現地協力団体)へ支払い

uSD)    31,803.91 3,455,495  円

2020年 04月 20日
シリア難民等に対する食糧配付・リスク回避教育の経費として
現地協力団体)へ支払い              ___ USD     13,580.00 1,475,467  円

2020年 04月 20[ヨ
シリア難民等
ヨ_■Lヤ鳳

|に対する食糧配付・リスク回避教育の経費として
力団体)へ支払い

USD)     9,170.00 996,320 円

2020年 04月 20日
シリア難民

~等

に対する食糧配付・リスク回避教育の経費として
現地協力団体)へ支払い             _____ uSD 3,775.00 410,154 円

20201年 04月 22日 ウルフア事務所へ活動資金として uSD     70,000.00 7,599,200 円

2020年 04月 22日 ウルフア事務所へ活動資金として USD 3,500.00 380,905 円

2020`年 04月 24日 ガジアンテプ事務所へ活動資金として USD)    42,000.00 4,554,060 円

2020年 04月 27日
シリア難民

‐
等百対する食料支援の経費として、BASHAN

糧パッケージ調達業者〕仝支払い
uSD    308,672.50 33,432,318 円

2020年:04月 27日
シリア難民等に対するリスク回避教育支援の経費として

被害者支援の補助具調達業者)へ支払い
USD 5,369.70 581,592 円

2020年 04月 27日
シリア難民等Tご対するリスク回避教育支援の経費として

(被害者支援の補助具調達業者)全支払い___
USD 209.00 22,636  円

2020年 04月 27日
シリア難民等に対するリスク回避教育支援の経費として

害者支援の補助具調達業者)へ支払い
USD     13,800.10 1,494,689  円

2020年 04月 27日
シ万 難民等百対するリスク回避教育支援の経費として

被害者支援の補助具調達業者)、支払い___
USD 6.50 704 円

2020年 04月 27日 ウルフア事務所へ活動資金として USD    200,000.00 21,766,000 円

2020年 04月 28日
シリア難民i等に対する食料支援の経費として

(小麦粉業者)へ支払い     _________
USD    20,812.50 2,247,750 円

2020年 05月 11日 ヤンゴン事務所へ活動資金として uSD 6,500.00 694,655  円

2020年 05月 11日 パアン事務所へ活動資金として USD     22,500.00 2,422,350 円

2020年 05月 11日 バングラデシユ事務所へ活動資金として USD 7,000.00 753,550 円

2020年 05月 11日 ウガンダ事務所へ活動資金として USD     33,000.00 3,552,450 円

2020年 05月 12日 イスラマバード事務所へ活動資金として USD     23,000.00 2,489,060 円

2020年 05月 12日 イスラマバード事務所へ活動資金として USD1     12,000.00 1,282,440 円

2020年 05月 12日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD     26,000.00 2,813,720 円

2020年 05月 12日 ウルフア事務所へ活動資金として USD     30,000.00 3,246,600 円

2020年 05月 12日 ウルフア事務所へ活動資金として USD 2,500.00 267,175 円

2020年 05月 15日 カブール事務所へ活動資金として uSD     10,000.00 1,068,700 円

2020年 05月 15日 プノンペン事務所へ活動資金として USD1     10,000.00 1,068,700 円



実  施  日 使 途 金 額

2020年05月 22日
シリア難民等に対する食糧配付・リスク回避教育の経費として、
現地協力団体)へ支払い

uSD     13,020.00 1,412,019  円

2020年 05月 22日
シリア難民等に対する食租配付・リスク回避教百の経費として、
現地協力団体)へす私い

USD 1,000.00 108,450 円

2020年 05月 22日
シリア難民等に対する食糧配付・リスク回避教育の経費として、
現地協力団体)へ支払い

USD 3,375.00 366,019  円

2020年05月 22日
シリア難民等
ヨ鳳■L協

に対する食租配付・リスク回避教育の経費として、
力団体)へ支払い

uSD     17,555.00 1,903,840 円

2020年05月 22日
シリア難民等に対する食糧配付・リスク回避教育の経費として、
現地協力団体)へ支払い

USD1     14,695.00 1,593,673 円

2020年 05月 22日
シリア難民等に対する食租配付・リスク回避教育の経費として、
観地協力団体)へす払い USD 2,725.00 295,526 円

2020年 05月 22日
シリア難民等に対する食糧配付・リスク回避教育の経費として、
現地協力団体)へ支払い

uSD      8,050.00 873,022  円

2020年05月 25日 ガジアンテプ事務所へ活動資金として USD     10,000.00 1,068,700 円

2020年05月 25日 ガジアンテプ事務所へ活動資金として USE)    21,000.00 2,276,190 円

2020年 05月 27日
ミヤンマー避難民に対する支援、衛生改善事業の経費として

(現地協力団体)へ菱払い USD1    142,913.00 15,464,615 円

2020年 05月 27日 ウルフア事務所へ活動資金として USD1     13,740.00 1,468,394 円

2020年05月 27日 ウルフア事務所へ活動資金として uSD    160,000.00 17,099,200 円

2020年 05月 27日 ウルファ事務所へ活動資金として USD1     16,000.00 1,731,360 円

2020年 06月 02日 ヤンゴン事務所へ活動資金として USD1     13,000.00 1,397,890 円

2020年06月 05日 ウルフア事務所へ活動資金として uSD     30,000.00 3,293,700 円

2020年06月 05日 パアン事務所へ活動資金として uSD 8,000.00 878,400 円

2020年 06月 09日 バングラデシュ事務所へ活動資金として USD 7,000.00 761,460 円

2020年06月 09日 イスラマバード事務所へ活動資金として USD 5,000.00 544,000 円

2020年 06月 12日 ウルフア事務所へ活動資金として uSE)   320,000.00 34,409,600 円

2020年06月 12日 ウガンダ事務所へ活動資金として USD     10,000.00 1,073,900 円

2020年 06月 19日 ガジアンテプ事務所へ活動資金として USC)    20,000.00 2,153,000 円

2020年06月 25日 パアン事務所へ活動資金として USD1     15,500.00 1,670,280 円

2020年 06月 25日 ヤンゴン事務所へ活動資金として USD     17,000.00 161,295 円

2020年07月 10日
アフガニスタンに対する地雷・不発弾除去支援の経費として 現地協
カロ体い支払n……_______________

uSD1     17,500.00 1,885,450 円

2020年 07月 10日 イスラマバード事務所へ活動資金として USD 9,000.00 970,470 円

2020年07月 10日 イスラマバード事務所へ活動資金として uSD 1,000.00 107,740 円

2020年 07月 10日 バングラデシュ事務所へ活動資金として uSD     14,000.00 1,509,620 円

2020年07月 10日 バングラディシュ事務所へ活動資金として USD 2,800.00 301,672 円

2020年 07月 10日 ウガンダ事務所へ活動資金として USD     15,000.00 1,617,450 円

2020年07月 10日 ウルファ事務所へ活動資金として USE)    30,000.00 3,234,900 円

2020年 07月 10日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD     87,000.00 9,381,210 円

2020年07月 10日 ヤンゴン事務所へ活動資金として USD1     10,500.00 1,131,270 円

2020年 07月 22日 ウルフア事務所へ活動資金として USD    280,000.00 30,167,200 円

2020年07月 27日
シリア難民等に対する食糧配付I蜘 避教育の経費として:‐ ・ ・…・
現地協力団体)へ支払い USD1     15,905.00 1,6941200 円

2020年 07月 27日
シリア難民等に対する食粗配付・リスク回避教育の経費として

~

環地協_力回体い支払L■__________ uSD     14,695.00 1,565,311  円

2020年07月 27日
シリア難民等に対する食糧配付・リスク回避教育の経費どして:‐
地協力団体)o支払L■ uSE)     2,725.00 290,267  円

2020年 07月 27日
シリア難民等に対する食糧配付:iJズグ回避教育
現地協力団体ハ 支払い

. USD 8,240.00 877,725 円

2020年:07月 28日 ウルファ事務所へ活動資金として USD1     10,800.00 1,163,592  円

2020年 07月 31日
ミヤンマー避難民に対する支援、衛生改善事業の経費としてI

‐

現地脇力_団体〕企支払い _

USD     89,176.00 9,390,232 円

2020年07月 31日 プノンペン事務所へ活動資金として uSD1     12,000.00 1,292,880 円

2020年 08月 04日 ガジアンテプ事務所へ活動資金として USD     20,000.00 2,092,000 円

2020年 08月 07日 ウガンダ事務所へ活動資金として USD1     14,000.00 1,488,060 円



実  施  日 使 途 金 田

2020年 08月 07日 カプール事務へ活動資金として uSD1     34,000.00 3,613,860 円

2020年 08月 07日 パアン事務所へ活動資金として uSD     13,500.00 1,434,915 円

2020年 03月 07日 ア`ン事務所へ活動資金として

ウルフア事務所へ活動資金として

くングラデシユ事務所へ活動資金として

スラマバード事務所へ活動資金として

として

uSD 4,000.00 418,400 円

2020年 08月 12日 uSD     30,000.00 3,218,100 円

m20年08月 12日 uSD     10,000.00 1,072,700 円

2020年 08月 12日 uSD     32,000.00 3.433,280 円

2020年 08月 12日

2020年 08月 18日

2020年 08月 21日

2020年 09月 01日

2020年 09月 01日

2020年 09月 01日

2020年09月 01日

2020年09月 08日

2020年 09月 08日

2020年 09月 10日

uSD     13,000.00 1.394,770 円

ガジアンテプ事務所へ活動資金として uSD     30,000.00 3.194,100 円

ウルフア事務所へ活動資金として uSD    220,00.00 23.012.000 円

uSD 5,840.00 622.602  円

シ に対する●ロナ対策衛生用品配付の経費として、
ヨ地協力団体うへ菱糧い

uSD     12,850.00 1,309,938  円

くアン事務所へ活動資金として

パアン事務所へ活動資金として

ヤンゴン事務所へ活動資金として

ウガンダ事務所へ活動資金として

ス

uSD     ll,500.00 1,226,015  円

uSD     12,000.00 1,264,320 円

uSD     10.000.00 1,053,600 円

uSD     79,000.00 8.453,790  円

uSD1     16,205.00 1,732.801  円

uSD     19,295.00 2,003,214 円2020年09月 10日

2020年 09月 10日

2020年 00月 10日

2020年09月 11日

2020年 09月 11日

2020年 09月 15日

291,384 円uSD 2,725.(〕 0

uSD 8,240.00

uSD 30.000.00

uSD 16.000.00

uSD 10,000.00

uSD 8,000.00

881,103  円

3.205,800 円ウルフア事務所へ活動資金として

ウガンダ事務所へ活動資金として 1,709,760  円

ガジアンテプ事務所へ活動資金として 1,064,4001 円

2020年 09月 15日

2020年 09月 15日

2020年 09月 15日

2020年 09月 18日

2020年 09月 25日

ガジアンテプ事務所へ活動資金として 851.520 円

パード事務所へ活動資金として uSD    280,000.00 2,980,320  円

イスラマバード事務所へ活動資金として uSD 13.000Ю 0

uSD 17,500.00

uSD 20,000.00

uSD 9.300.00

1,369.680 円

1.843,800 円

カプール事務所へ活動資金として 2107,2N n

2020年09月 29日 ア事務所へ活動資金として

ウルフア事務所へ活動資金として

ヽ

プノンペン事務所へ活動資金として

909,348 円

2020年 09月 30日 uSD 200,000.00

uSD 113,038.00

uSD 13.000.00

uSD 9,955.00

21,072,000 円

12,011,417  円2020年 10月 02日

1,375,400 円
2020年 10月 02日

2020年 10月 05日
1,058.217  円

パアン事務所へ活動資金として

uSD     14,695.00 1,562.078 円
20四年10月 05日

uSD 2.725.00

uSD 8.240.00

uSD 13.000.00

uSD 25,0()0.00

289,667  円
2020年 10月 05日

2020年 10月 05日
875,912 円

2020年 10月 09日
1,375,400 円

2020年 10月 09日 スラマバード事務所へ活動資金として

バード事務所へ活動資金として

ウルフア事務所へ活動資金として

ウルフア事務所へ活動資金として

2,667.000 円

2020年 10月 09日 uSD 5,000.00

uSD 30,000.00

uSD 2.500.00

uSD 7ρ00.00

529,8001 円

2020年 10月 09日
3,200,400 円

20m年 10月 09日 264.500 円

2020年 10月 09日 ヤンゴン事務所へ活動資金として
740.600  円

2020年 10月 09日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD    40,000.00 4,267,2001 円



実 施  日 使 途 金 □

uSD     62.000.00 6.614,160 円2020年 10月 09日 ウガンダ事務所へ活動資金として

2020年 10月 09日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD    104,000.00 11,094,720 円

2020年 10月 09日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD 7.000.00 740,600 Fモ |

2020年 10月 12日 バングラデシユ事務所へ活動資金として uSD 7,000.00

uSD 10,000.00

uSD 8,000.00

uSD 2.000.00

uSD 180,000.00

uSD 10,000.00

uSD 11,∞ 000

750,000 円

2020年 10月 16日 ガジアンテプ事務所へ活動資金として 1.060.600 円

2020年 10月 22日 バングラ事務所へ活動資金として

バングラ事務所へ活動資金として

ウルファ事務所へ活動資金として

くアン事務所へ活動資金として

資金として

ル事務へ活動資金として

857,120 円

2020年 10月 22日 214,280 円

2020年 10月 23日 19,044.000 円

2020年 11月 01日 1,053.000 円

2020年 11月 01日 1,103,800 円

2020年 11月 01日 uSD    33,000.00 3.47■ 900 円

2020年 11月 06日 イスラマパード事務所へ活動資金として uSD 23,500.00

uSD 1,500.00

uSD 10,000.00

uSD 11,000.00

2,“3,400円

2020+1r E06E イスラマパード事務所へ活動資金として

として

として

156.9(Ю  円

2020年 11月 10日 1,046.000 円

2020年 11月 13日 1,162,480 円

2020年 11月 13日 ウルフア事務所へ活動資金として uSD    30.000.00 3,170,700 円

2020年 11月 13日 バングラデシュ事務所へ活動資金として uSD 7,000.00

uSD 11,000.00

uSD 5,000.00

uSD 65,(H〕 0.00

739,830 円

2020年 11月 13日 ウガンダ事務所へ活動資金として

ウガンダ事務所へ活動資金として

ウガンダ事務所へ活動資金として

1,162,590 円

2020年 11月 13日 528.450 円

2020年 11月 13日 6,869,850 円

2020年 11月 13日

2020年 11月 17日

2020年 11月 17日

2020年 11月 17日

ウガンダ事務所へ活動資金として uSD 2,000.00

uSD 108,466.53

uSD 117,300.00

uSD 10,000.00

209,200 円

ヽ
11,408.509 円

12.337.614 円

ジアンテプ事務所へ活動資金として 1.051,800 円

2020411820E] .
ヽ uSD     9,990.00 1,044,954 円

2020年 11月 25日

2020年 11月 25日

2020年 11月 27日

ウルファ事務所へ活動資金として

ヽ

uSD    l13,038.00 14,548,092 円

uSD    160.000.00 16.736,000 円

uSD 7.400.00 775,800 円

2020年 11月 27日

2020年 12月 01日

2020年 12月 01日

2020年 12月 04日

パアン事務所へ活動資金として uSD     10,000.00 1,048.5001 円

イスラマバード事務所へ活動資金として

イスラマバード事務所へ活動資金として

ヤンゴン事務所へ活動資金として

uSD     15,000.00 1.57■ 700 円

uSD    25.000.00 2.597,250 円

uSD     5,000.00 519.450 円

2o2o4t2E0/.A

2020年 12月 07日

2020年 12月 08日

2020+12Eo8A

uSD     12.500.00 1.306,750 円

パアン事務所へ活動資金として

て

ウガンダ事務所へ活動資金として

uSD     10,000.00 1,048,500 円

uSD     10,000.00 1,047.900 円

uSD     ll,000.00 1,142,790 円

202o4t2nO'Et

2020年 12月 10日

2o204t2E1tE

2020年 12月 11日

uSD     10,000.00 1,047,900 円

タジキスタン事務所へ活動資金として

ウルファ事務所へ活動資金として

ヽ

uSD     18,000.00 1.870,020 円

EUR 5,100.00 049.434 円

uSD     30,000.00 3,141,300 円

2020年 12月 11日

2020年 12月 11日

ウルフア事務所へ活動資金として uSD     14,000.00 1.454,460 円

ウガンダ事務所へ活動資金として uSD.     16,000.00 1,675,360 円



使 途 金

2020年 12月 11日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD    21.000.00 2.198.910 Fモ |

2020年 12月 11日 バングラデシユ事務所へ活動資金として uSD 8.000.00 837.680  円

2020年 12月 11日 バングラデシユ事務所へ活動資金として uSD1     8,000.00 837.680  円

2020年 12月 11日 カブール事務所へ活動資金として uSD    25,000.00 2.018.250  円

2020年 12月 11日 カプール事務所へ活動資金として uSD    35,000.00 3.665.550  円

2020年 12月 11日 カブール事務所へ活動資金として uSD 8.000.00 837.840  円

2020年 12月 15日 ウルフア事務所へ活動資金として uSD    40,000.00 4155,000 円

2020年 12月 15日 メヘバ事務所へ活動資金として uSD    35,000.00 3,636,150 円

2020年 12月 22日
シリア難罠等

「

対する食薇配付・リスク回避教育の経費として
編地協力団は)へ菱払い

uSD     3,950.00 410,997  円

2020年 12月 22日

ヽ

ヽ

ウルフア事務所へ活動資金として

ケニア事務所へ活動資金として

uSD     14,695.00 1.529,015 円

2020年 12月 22日 uSD 2.225.00 231.511  円

2020年 12月 22日 uSD 8,240.00 857.372  円

2020年 12月 22日 uSD     16.825.00 1,750,641  Pl

2020年 12月 22日 uSD    190,000.00 19,739,100 円

2020年 12月 22日 EUR1     40,000.00 4.975.200 円

2020年 12月 24日

2020年 12月 25日

2020年 12月 25日

2021年 01月 06日

2021年 01月 06日

タジキスタン事務所へ活動資金として uSD     18,000.00 1,870,020  円

イスラマパード事務所へ活動資金として uSD 9,500.00 990,090 円

イスラマパード事務所へ活動資金として

パアン事務所へ活動資金として

として

uSD     l,500.00 150,330 円

uSD    226322.00 23,397,168  円

uSD     15.000.00 1,552,500 円

2021年 0,月 06日 uSD1     20,000.00 2.067.600 円

2021年 01月 13日

2021年 01月 13日

2021年01月 13日

2021年 01月 13日

uSD1    20,000.00 2.087,800 円

ウガンダ事務所へ活動資金として uSD 21,000.00

uSD 79,000Ю 0

uSD 24,000.00

uSD 10.000.00

2,191,980 円

ウガンダ事務所へ活動資金として 8,246.020 円

ウガンダ事務所へ活動資金として 2,505.120 円

2021年 01月 13日 ウガンダ事務所へ活動資金として
1,035,000 円

2021年 01月 13日 ウルフア事務所へ活動資金として

ウルフア事務所へ活動資金として

uSD    30,000.00 3,131,400 円

]コ 5,100.00

uSD 5,000.00

uSD 140,000.00

uSD 89.386.00

649.995 円2021年 01月 29日

525,900  円2021年 01月 29日

2021年 01月 29日
14.● 0,0∞1 円

2021年 02月 02日

事ヽ務所へ活動資金として

イスラマバード事務所へ活動資金として

′ ン`グラデシユ事務所へ活動資金として

9,339,049  円

2021年 02月 02日 uSD     10,000.00 1.055,9001 円

2021年02月 02日 uSD 30,000.00

uSD 8,000.00

uSD 8Ю00.00

3.155,400  円

2021年 02月 04日
835,040 円

2021年02月 04日 ン`グラデシユ事務所へ活動資金として 835.040  円

2021年 02月 05日

ヽ

uSD    34,050.00 3,617.812  円

uSD 14,695.00

uSD 14,695.00

uSD 2.225.00

uSD 2.225.00

1,501,344 円2021年02月 05日

:.561,344 円
2021年 02月 05日

2021年 02月 05日 236.406 円

2021年02月 05日
230,406  円

uSD 8,240.00

uSD 8,240.00

875,500 円2021年 02月 05日

2021年02月 05日
875,500 円



実  施  日 使 途 金 田

2021年02月 05日 カブール事務所へ活動資金として uSD    45,000.00 4,781.250 円

2021年 02月 05日 カプール事務所へ活動資金として uSD    35,000.00 3.718,750 円

2021年 02月 05日 カプール事務所へ活動資金として uSD     7,000.00 743,750 円

2021年02月 09日
ミヤンマー避難民に対する支援、衛生改善事業の経費として

現地協力団体)へ支払い
uSD 81,401.00

uSD 5,000.00

uSD 5,000.00

uSD 190,000.00

uSD 13.000.00

8,618,737 円

2021年 02月 10日 バングラデシユ事務所へ活動資金として

バングラデシュ事務所へ活動資金として

ウガンダ事務所へ活動資金として

ウガンダ事務所へ活動資金として

530.950 円

2021年 02月 16日 530,950 円

2021+O2Ft6Et 20,176,100 円

2021年 02月 16日 1,380,470 円

2021年02月 16日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD     48,000.00 5.097,120  円

2021年 02月 22日 ウルファ事務所へ活動資金として

ウルファ事務所へ活動資金として

ウルフア事務所へ活動資金として

として

uSD 136.586.00

uSD :3,414.00

uSD 10,775.00

uSD 5,000.00

14.270.505 円

2021年 02月 22日 1.401,495  円

2021年02月 22日 1,144.305 円

2021年 02月 24日 530,6001 円

2021年02月 24日 ガジアンテプ事務所へ活動資金として uSD 5,000.00 530.600 円

2021年 03月 01日 パアン事務所へ活動資金として

パアン事務所へ活動資金として

Ⅱ 罰 15,000.00

uSD 1,000.00

uSD 4.500.00

1,593,750 円

2021年03月 01日 104480 円

2021年 03月 01日 470,160 円

2021年03月 01日 ヤンゴン事務所へ活動資金として uSD1     6,000.00 635,280 円

2021年 03月 01日

2021年03月 02日

202:年 03月 05日

て uSD 500.00

uSD 12,000.00

uSD 13.715.00

52,240 円

ビエンチヤン事務所へ活動資金として 1.290,84()円

1.489,586 円

2021年03月 05日 イスラマパード事務所へ活動資金として uSD     2,500.00 271.500  Fモ |

202r+03E05E

2021年03月 12日

2021年 03月 12日

イスラマパード事務所へ活動資金として uSD 25,000.00

uSD 6.000.00

uSD 10,000.00

2,650,250 円

ン`グラデシュ事務所へ活動資金として 655,860 円

として 1,002,5001 円

2021年03月 12日

2021年03月 12日

2021年03月 12日

カプール事務所へ活動資金として

ル事務所へ活動資金として

て

uSD     10.000.00 1,093.100 円

uSD     22.000.00 2,404,820 円

uSD 5,000.00 531,250 円

2021+O3Et2A メヘパ事務所へ活動資金として
ス

ヽ

ス

ヽ

uSD     4,000.00 444,440 円

2021年 03月 16日

2021年03月 16日

2021年 03月 16日

uSD     14.695.00 1,015,716  円

uSD     12,025.00 1,322.148  円

uSD     2,225.00 244,638 円

2021年03月 16日

2021年 03月 16日

2021年 ()3月 16日

2021年03月 16日

USD     2.500.00 274,875 円

uSD 8.240.00 905,988 円

uSD 2,460.00 270,477 円

uSD     5,000.00 549,750 円

2021年

“

月16日

2021年03月 17日

2021年 03月 17日

くアン事務所へ活動資金として

て

uSD 5,000.00 549,750 円

uSD1    36.000.00 3,954,240 円

uSD 1.500.00 159,375 円

2021年03月 19日

2021年03月 19日

2021`軍 03月 19日

ケニア事務所へ活動資金として

ウガンダ事務所へ活動資金として

ウガンダ事務所へ活動資金として

uSD     20,000.00 2,196.000 円

uSD     10,000.00 1,098,000 円

uSD     70,000.00 7.686,000 円



実  施  日 使 途 金 額

2021年 03月 19日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD 9,000.00 988,200 円

2021年 03月 19日 ウガンダ事務所へ活動資金として uSD.    120,000.00 13,176,000 円

2021年 03月 23日 ウルフア事務所へ活動資金として uSD 170,000.00

uSD 12.025.00

18,062.500 円

2021年 03月 26日
シリア難民等に対する食租配付・リスク回避教育の経費として
現地協力団体)へ支払い

1,322,990 円

2021年 03月 26日
シリア難民等に対する食組配付・リスク回避教育の経費として

“"轟
協力闘仕 へヽ寺私い

uSD 12.025.00

uSD 2.500.00

uSD 2.510.00

uSD 2.400.00

1,322,990 円

2021年 03月 26日
て

ヽ
275,050 円

2021年 03月 26日 276,151  円

2021年 03月 26日
シリア難民等に対する食組配付・リスク回避教育の経費として
巨靖臨力団ιk)´■ヒ払い

270,649 円

2021年 03月 26日
シリア難民等に対する食組配付・リスクロ避教育の経費として
地協力団体)へ支払い

uSD 2.460.00 270,649 円

2021年 03月 31日 パアン事務所へ活動資金として uSD1     36.000.00 3,954.240  F=|

2021年 03月 31日 パアン事務所へ活動資金として uSD 1.500.00 159,375  Fl



たック欄法人名 特定非営利活動法人 難民を助ける会

/
3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
{1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び
帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

項 目
役

員

数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

① ②

区  分

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノレ~プの人数

割 合

(②÷③ (④÷③

③ ④ ⑤

0% 2人 8%

% 人 %

% 人 %

③ 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31日
24

人 0人

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人

人

%

申 謂 時
人 人 % %

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転記してくださしヽ

③及αЭこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

(例)33. 333・ ・・96 ‐→ 33. 396

ロ

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

ォ書式第7号
‐
(法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

(注意:郭D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類 (役員罰□儀所署等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

Q_整当:盤錘廻空Q型墜L_菫墨!塑1理:璽:菫:璽堕:菫:型:聾腱:璽□!亜:L:堕壁L≦壺墜塾二_

項
口
日 ③ ⑮ ◎ ④ ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行つている いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日
【 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無
有 征 有・無 有。無 有・無 有 。無 有・無

第3表 (次葉)

(注意辱莉D
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書E)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

エ (第 3

記載要領の補足

○ 二において、「費途が明らかでない支出」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認定を受けることはできま
せん。

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

区分欄の「④」から「◎」欄には、実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②り及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

|よ 「定款 (又は会貝ゆ第○条に正会員の表決権 (又は議決

精)は平等に一票を与えると規定」のように講 します。

口の各欄

①  「会計について公認会計士又は監査
法人の監査を受けている」の「墜L全二

に「○」した場合には監査証明書を添

付し≦くださしさ咀

②  嚇請嗜類の備付け、取引の設
び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」の「は墜二に「o上

した場合!こは、第3表付表21帳簿組

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「◎」については、上記イに記載する各

期間 (5③」から「◎」)を示したものです。

ハの各欄

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から口◎」については、上記イに記載する各

二の各欄

期間 (「③」から を示したものです。



法人名 特定非営利活動法人難民を助ける会 ③ ⑮ ◎ ④ ◎ 申 請  時

役  員  数 24人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

2人 人 人 人 人 人

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

郷農 彬子
○

第 3表付表 1

H19/6/25 就

任

H19/6/25  就

任

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等 就任・退任

年月日
③ ⑮ ◎ ① ◎ 申請時

吹浦房子 理事
○

H12/10/27 就

任

志部有紀枝 理事
H20/7/1就任

○

高橋敬子 理事
H12/10/27就

任

○

堀江良彰 理事
○

H16/6/191 1就

任

鷲田真理 理事 ヽ
ノ
′
ヽ

H12/10/27 就

任

黒川多喜子 理事
○

H16/6/19 就

任

杉田洋一 理事
○

H16/6/19 就

任

伊勢崎賢治 理事
○

H16/6/19  就

任

加藤 勉 理事
○

H19/6/25  就

任

理事

白川 浩司 理事
○



谷川 真理

三好 秀和

伊藤由紀子

理事

理事

理事

○

菅沼真理子

萩原ソパナ

森 絵里咲

山口 明彦

○

○

監事

理事

○

○

H21/6/25  1就

任

H21/6/25  慮;t

任

H21/6/25

就任

H21/6/25

就任

H25/6/25

就任

理事

監事

○

○

伊藤 美智子

名取 郁子

忍足 謙朗

理事

理事

○

○

○

H25/6/25

就任

H27/6/13

就任

H27/6/13

就任

理事

河野 員 理事
○

沼田 美穂 理事

○

H29/6/17

就任

岡山 典靖 理事
○

R1/6/22

就任

H19/6/25 就

任

H19/6/25  就

任

H21/6/25 就

任



独立監査人の監査担宣書

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

2021年 5月 20日

特定非営利活動法人 難民を助ける会
理事長 長 (志屯D有紀枝 殿

公認会計士

確 識

監査意見

当監査法人は、特定非営利活動法人難民を助ける会の四20隼月1日から2021年3月 31日までの2020年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、活動計算書及び計算書類に対する注記並びに財産目録について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類及び財産目録が、計算書類に対する注記に言瞬賠れた会計の基準に準拠して、当

該計算書類等に係る期間の財産、損益 (正味財産増減)の状況を、全ての重要な点において、計算書類に対する

注記に記載された会計の基準に準拠して作成されているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責仙 に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、法人から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項一計算書類及び財産目録作成の基礎

計算書類に対する注記に記哉のとおり、計算書類及び財産目録は、所管官庁に提出するために、
「NPO法人会計

基準」の規定に従い作成されており、したがって、それ以外の目的には適合しないことがある。当該事項は、当監査法

人の意見に影響を及ぼすものではない。

計算書類等に対する理事者及び監事の責任

理事者の責任は、計算書類に対する注記に言磁賠れた会計の基準に準拠して計算書類及び財産目録を作成し適正

に表示することにあり、また、計算書類及び財産目録の作成に当たり適用される会計の基準が状況に照らして受入可能

なものであるかどうかについて判断することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等

を作成し適正に表示するために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表

明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑亀を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを調湯llし、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。



・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 理事者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、計算書類に対する注記に識 れた会計の基準に準拠しているかどうかを評

価する。
・ 監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

利害関係

法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上



書式第 9号
‐
(法第i44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

法 人 名 特定非営利活動法人 難民を助ける会

伝 票 又 は 帳 簿

名
左の帳簿等の形態 記帳の時期

保存期

間

現金入出金伝票 単票 毎 日 7年

現金出納帳

会計ソフト (PCA公益法人会計ソフト使用)

ルーズリーフ

10日毎 7年

預金出納帳

会計ソフト (PCA公益法人会計ソフト使用)

ノレーズリーフ
毎 日 7年

7年

7年

補助元帳

会計ソフト (PCA公益法人会計ソフト使用)

電子データ保管

毎 日

総勘定元帳

会計ソフト (PCA公益法人会計ソフト使用)

ルーズリーフ
毎 日

売上伝票

販売管理ソフト (弥生販売ソフト使用)

電子データ保管

毎 日 7年

7年

7年

仕入伝票

仕訳日記帳

販売管理ソフト (弥生販売ソフト使用)

電子データ保管

毎 日

会計ソフト (PCA公益法人会計ソフト使用)

ルーズリーフ
毎 日

固定資産台帳

会計ソフト (PCA公益法人会計ソフト使用)

)v-At) *7
年 1回

随時

7年

貯蔵品台帳

エクセル使用

ルーズリーフ
随時 7年



賃金台帳

給与ソフト (弥生給与ソフト使用)

ノレーズリーフ
月 1回 7年

支援者名簿
名簿管理ソフト (セールスフォース使用)

電子データ保管

随時 7年

(記載目D
。 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば 日現金出納幅」、「総勘定元帳」、「経費帳」などのように記載します。
・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「3枚腹写伝票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。
口 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:割0に記載した内容に変更
がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 難民を助ける会 チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと
口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人
と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

/

① 申奇郭寺◎④ ⑮ ◎日
［項

有 。無有 。無 有 ・ 無有 。無有・ 無有。①
宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び1言者を教化育成する活動

有 ・ 無 有 。無 有 。無有 ・ 無 有 ・ 無

有 。無有 ・ 無 有 ・ 無有 ・ 無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

有 ①

有 ①

ロ

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申課事寺

有・無 有。無

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別の利益の供与の有無

有。① 有。無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別α禾1協卜の供与の有無

有。① 有。無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特別の利益の供与の有無
有・① 有。無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄付の有無
有。① 有・無 有・無

有・無

有・無 有。無 有・無

有・無 有。無 有。無

有。無 有・無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (初葉)

(注意:羹Q
『認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)0ヽ汲び二)」 の記載及び添付の必要はありま

せん。

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出
:書E)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



チェック欄法人名 特定非営利活動法人 難民を助ける会

ノ
5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等
口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の議渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細瞑:I籠メ麟隕:D等がある場合にlよ そC湘唄:1(社内規副D等を添付してくださしヽ

同  意

① :事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写D

する しない

イ

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

ホ

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源味別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又:ま役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総漱及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日
⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意瓢D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要
があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人 難民を助ける会

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

(注意苺鋼D
・ 法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:割Dに 記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

チェッタ欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁
への提出の有無

④ ⑤ ◎ ① ◎

有 缶 有 ・ 無 有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

たック欄

′
′

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又|ゴ尋ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

③ 認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出
」日D の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ 申請 時

有 有 ・ 無 有 征 有 征 有 0無 有 ・ 無



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 難民を助ける会 チェッタ欄

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人

は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り
合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 1禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等

α顕順1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等α□M2)
2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人

5 日から3年を経過しなι
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

イ

1 役:員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営禾I雁口艦人が認定を取り消された場合又は仮認定特定り1増禾I」活動法人が仮認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当湘 定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

の日から5年を経過しなし

ロ 禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5

年を経過しなし渚 の`有無

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有 。①

有

面ヽ
ツ

ヽ
ノ
´
盤／ヽ

ハ

有

有

９
“ 認定又は仮認定を取り消 しの日から5年を経過しない法人 は い

。

Et,t ( しヽ（
０ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過
はい

しなし

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記4菫墜全コ圏塑盤肇謹艶壁重國睦』塑■理塵肛盟書

_I`望 2∠Ll二望堕L型:」菌1型望菫董塑自り蓋選E丞ェΔ」:囚堕LL屋堕≧豊:重望聾≧堂1菫』L壼独量2墜]□墜」巳望堕国重堕雪望墜塾重
=二

E登二生___

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)

耐
議

″０ か ら しなしヽ法人 はい

6 次のいずれかに該当す

イ 暴力団 はい

ロ はい しヽ


